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密接に連鎖しているすべての生き物たちと一緒に暮らしていく視点は、

「世界の経済はどうか」という今までの視点とは根本から違う。

私たちの次の世代が平和で豊かな生活を送れるようにするためには、

ひとりひとりの努力だけでは限界がある。

同じ心をもつ多くの人々が１つになることで大きな力となり、

世界を動かしていくことができる。

Tsunenari Tokugawa Chairman, WWF Japan



地球のあらゆる生物は、太陽が地球に与えるエネルギーを

よりどころにする。すべての生物が共有する基本的な生物学的

関係である。太陽エネルギーは、水と二酸化炭素と反応し光合成を

促し、それにより植物は生長・再生する。植物は、二酸化炭素の

吸収に役立つだけでなく、私たちに食料・衣服・住居などの

生活必需品を与えてくれる。このような生態系サービスの「供給」を、

「生物生産力（バイオキャパシティ）」と呼ぶ。

→　生物生産力について詳しくは、「解説」を参照してください。

生物生産力 ( バイオキャパシティ )
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生物生産力が生態学的資本の供給量を測るのに対し、

エコロジカル・フットプリントは人間の需要を測るもの。

ある期間、ある集団が消費するすべての資源を生産し、

その集団から発生する二酸化炭素を吸収するために

必要な生態学的資本を測定したもの。

エコロジカル・フットプリント

→　エコロジカル・フットプリントについて詳しくは、「解説」を参照してください。



1970年代以降、人々の再生可能資源に対する需要が、

同じ年に地球が提供できる量を超過する、いわゆる

生態学的オーバーシュートの状態が続いている。

これは、成長を続けようとする経済と、地球という限りある

自然資源とのバランスが崩れたことを示す。

「使いすぎ」の結果、気候変動、漁業資源の枯渇、森林破壊など、

今日の大きな環境問題が生じている。

→　生態学的オーバーシュートについて詳しくは、「解説」を参照してください。

生態学的オーバーシュート
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増え続ける人口と個人消費の増大は、

エコロジカル・フットプリントを増加させるだけではなく、

地球の生物生産力の減少を促している。

つまり、私たちはより多くの人が減少する資源を奪い合う、

新たな資源不足の時代に直面している。
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生態学的資本を管理する国は、

健康で文化的な生活と

経済発展を確保しやすくなる。



人々のニーズを支えるため、日本は外国の生物生産力に

大きく依存している。仮に貿易相手国も生態学的赤字を

抱えている場合、日本への供給は不安定になる可能性がある。

そのため、生態学的資本の利用をより良く管理することは、

重要な国家政策である。
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1. 日本の沿革
　（1961～2008年）

1980年代以降、日本は、需要を満たすために海外の生物生産力に依存

するようになり、エコロジカル・フットプリントは増加した。日本は、

海外からの供給不安や価格不安定などのリスク対応に対する政策実

施が難しくなっている。

日本のエコロジカル・フットプリント増加の主な原因は二酸化炭素

排出量である。カーボン・フットプリントは、1990年代には1961年の

ほぼ 3 倍に増加した。

1990年代半ば以降、日本のエコロジカル・フットプリント（合計と1 人

当たりの両方）は減少したが、持続可能とはいえない状態である。日本

は、この傾向を転換し、持続可能な発展を達成すれば、アジアや世界の

模範となり得る。そのためには、日本の生態学的資本管理および気候

変動リスクに対するリーダーシップ、政府と行政による積極的な意思

決定、環境および経済政策の思い切った変革が必要である。

概要

30年間で日本のカーボン・フットプリントは 3倍に増加

Japan’s 
Ecological 
Footprint

毎年、世界は多くの環境問題に
直面し続けており
2012年も例外ではない。

日本は、独自の伝統的知識を活かし
今日の技術や人材の活用と結びつけ
深刻な環境問題を軽減し、
持続可能な社会のモデルを
作るための取り組みを進めている。
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フットプリントの算定初年度にあたる1961年、

国内の生物生産力を超過した2 ～ 3カ国のうち

の 1 つが日本であり、自然資源への需要が国

内で入手可能な資源量を超えていた。1960～

1970年代、日本のエコロジカル・フットプリ

ントは国内総生産（GDP）とともに急速に増加

した。その後、1973年と1979年の第 1 次および

第 2 次石油危機によって、日本のフットプリ

ントは減少した。

背景：日本経済は19 6 0 年代に年平均10%、

1970年代に年平均 5 % の急成長を遂げた。

1968 年、日本は総 G D P 世界 2 位の豊かな国

になり、生活の質が向上した。人口が増加し、

大多数が都市に移り住んだ。石油危機をきっ

かけとして、日本はエネルギーや他の生産物

を効率よく使用するようになった。

日本のエコロジカル・
フットプリントの動向

第1期
（1961～ 1970年代）：
日本のエコロジカル・フット
プリントの増加と減少

1980年代までに、日本は食料、住居、医療、保健

衛生など、人々の生存に必要なものを満たす

水準を達成していた。成長の結果として、日

本の 1 人当たりのエコロジカル・フットプリ

ントは増加し続け、第 2 の総エコロジカル・

フットプリント急増期を迎えた。日本は必要

な資源を入手するため外国の生物生産力への

依存をさらに強め、生物生産力総消費量の約

40%を貿易に頼ることとなった。

背景：1980年代初期までに、大多数の日本

人は十分な生活の質を確保していた（いわゆ

る「一億総中流」時代）。しかし、1980年代後

半の必要性を超えた消費と金融投資不足が、

1990年代初めの「バブル経済」の崩壊を招い

た。

1990年代半ばに1人当たりのフットプリント

がピークに達した後、日本のエコロジカル・

フットプリントの方向は転換した。それ以

来、日本のエコロジカル・フットプリントは

減少し、外国の生物生産力への依存も徐々に

低下した。日本はこの進歩をもとに、革新的

な政策転換を通じ、さらなる前進が可能であ

る。

背景：日本は19 9 0 年代 に 環 境 法 制 度 を

強化、改善した。2002年のOECD(経済協力開

発機構 ) による日本の環境パフォーマンス評

価では、「環境政策の実施に用いた施策は

効果的だった」と評価された。経済面では、

1 9 8 0 年代後半の傾向としてアジア諸国が重

要な貿易相手国になった。一方、日本は少子

化と高齢化に直面している。

1990年代、日本は必要な資源の
約40%を海外の生物生産力に
依存していた。

1980年代の「バブル経済」崩壊
以降の日本でフットプリントの
傾向が逆転

第 2期
（1980年代～1990年代初期）：
日本のエコロジカル・フット
プリントの第 2次拡大期

第 3期（1990年代～現在）：方向の転換
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•データ入手可能な最新年である2008年に、日本の 1 人当たりのエコ

ロジカル・フットプリントは 4.17 gha であった。日本は世界 37 位

であり、世界平均 2.7 gha の約1.55倍であった。これに対し、BR I I CS

諸国（ブラジル、ロシア、インド、インドネシア、中国、南アフリカ）の

1 人当たりのエコロジカル・フットプリント平 均 値 は 1.74 gha、

ASEAN( 東南アジア諸国連合)の平均値は1.54 ghaであった。日本の

エコロジカル・フットプリントと比較すると、前者は42%、後者は

37%に相当する。フットプリントの内訳は、二酸化炭素吸収地が64%

と最大であり、次いで耕作地（12%）、漁場（9%）であった。

•日本は資源需要全体（国内と輸入を合計した生物生産力）の約36%を

外国の生物生産力に頼っていた。日本に輸入されたエコロジカル・

フットプリントのほぼ半分が二酸化炭素吸収地（47%）、次いで耕作地

（24%）、森林地（11%）であった。

•世界中の人が平均的日本人と同じように生活すると、2.3個の地球が

必要になる。

•最終需要別では、家計消費が主な要因であり、日本の総エコロジカル

・フットプリントの約66%を占める。これは家庭での意思決定が国全

体のエコロジカル・フットプリントに多大な影響を及ぼしうること

を意味する。家計の中では、食料のフットプリントが主な要因である

（詳しくは 3 章を参照）。

国際連合が使用する人間開発指数（HDI）は、その

国の人々の生活の質や国の開発の度合いを表す

指標である。HDIは教育、平均余命、収入を1つ

の数値で総合的に表した値である。国連開発

計画（UNDP）はHDIの数値0.7を高度な開発の

値と定めている。一方、地球で入手可能な生物

生産力は、1人当たり1.8 ghaである。これら2つ

の数値を組み合わせ、地球全体として持続可能

な人間開発の条件を明確に示すことができる。

右下枠の国々は、世界的な資源需要の範囲内で、

かつ高い水準の開発ができている国である。

日本はかなりの成功を収め、過去30年間、健康・

教育の普及・1 人当たりの高い所得により、

HDIのトップレベルの国となっている。さらに、

日本は 1 人当たりのエコロジカル・フット

プリントの増加を抑えつつ、HDIを引き上げて

おり、これは福祉の提供における効率が上昇

したことを意味する。今日、ほとんどの国は

両方の最低要件をたしていない中、日本は優

れた実績を残しているといえる。

しかし、日本の自然資源の消費は、世界的に

入手可能な 1 人当たりの生物生産力を超える

量を必要とし、世界人口の増加がその格差を

拡大している。

日本は、過去の発展の成功を振り返るだけで

はなく、生物生産力が制限されていく未来に

目を向け、経済・環境・市民が満足できる

状態を維持するための最善策を考える必要が

ある。

2008年日本のエコロジカル・
フットプリントの要約

人間開発指標 (HDI)：
開発と生物圏に対する需要

Import
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×2.3
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2. 食料フットプリント

生物生産力への需要と利用は、日本人の生活、特に食料にとって重要で

ある。ますます資源が限られる時代に、どの国にとっても食料供給の

安全保障は国民と政策担当者の最大の関心事のひとつである。世界中

で食料不足がしばしば社会不安を引き起こし、食料価格の上昇はさま

ざまな人々、特に低所得層や年金生活者層などに多大な影響を与える。

食料の分配は、世界の人々にとって歴史的な大問題である。食料分配の

努力がなされているが、限られた資源のため食料供給の安定はます

ます厳しくなっている。

国内の食料生産量が多い国は、食料供給のリスクは少ない。農産物輸出

制限などの政策は、食料価格の急上昇を部分的に防ぐことができるが、

輸出相手国では問題が悪化する。

日本のエコロジカル・フットプリントの約20%が食料消費である。

日本の生物生産力は消費エコロジカル・フットプリントの14%に過ぎ

ないため、たとえ日本の生産基盤のすべてを食料生産に使ったとして

も、需要を満たすことはできない。

したがって、日本の食料供給は世界市場と外国の農業政策の影響を受

けやすい。供給リスクを回避するには、需要を抑え、供給側の生産力を

強化する措置を講じることである。

概要
私たち人間は、地球の生物生産力

なくしては存在できない。

とくに人間が生きていくのに欠かせない

食料は生態系サービスのなかでも

最も大切なもののひとつである。

エコロジカル・フットプリントを通じ、

生物生産力と食料供給の関係がわかる。

例えば、森林から耕作地への転換、

耕作地から造成地への転換などは、

食料の輸出量や輸入量に影響を与える。

世界規模の貿易は、

ある国の食料生産の状況が

他の国の食料供給に

大きな影響を与えている。

日本の食料
供給は、
世界市場と
外国の農業
政策の影響を
受けやすい

Only 14 percent
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日本では、食料需給に必要な生物生産力の

約24%しか生産しておらず、76%を輸入した

生物生産力に頼っている。日本の食料生物生

産力供給源の上位 3 ヶ国、米国（19%）、国内

生産（24%）、中国（18%）は、生物生産力が赤字

である。生物生産力の赤字は、これらの食料供

給源からの輸入が将来不可能になることを

示すものではないが、生物生産力に豊富な

剰余がある国と比較すると、供給の安定性が

低いと考えられる。二酸化炭素排出量の制限

が導入された場合、資源貿易量に影響を与え

る可能性がある。また化石燃料および生産

価格の上昇により、輸入価格の上昇が予想さ

れる。費用を支払える国と国民の力が資源を

確保するための重要な要素になる。

日本の食料の生物生産力輸入元として、米国、

中国に次ぐオーストラリア（7%）、カナダ（5%）、

ブラジル（3%）の３ヶ国は、現在、生物生産力

の余剰がある。ブラジルの利用可能な総生物

生産力は世界最大であるが、地理的には日本

とは地球の反対側であり、日本への食料輸送

のためにかなりのカーボンフットプリントが

生じる。

日本に輸入される食料の輸送距離は平均約

7,200 km（4500 マイル）で、東京とモスクワ

を直線で結んだ距離にほぼ相当する。日本は

年間5,000万トン以上の食料を輸入するため、

日本への食料の海上輸送による二酸化炭素

排出量だけでも（港と内陸の間の輸送を除く）、

約80万グローバルヘクタールのエコロジカ

ル・フットプリントが生じている。

しかし、食料生産に関して日本が自給自足

することはほぼ不可能である。国内生産量を

増やすことも、国内資源の状態の悪化を招く

危険性がある。一方、中国など近隣の食料輸

入元でも、消費量が激増しているため、安定

した食料供給の維持は、今後ますます困難に

なると予想される。

食料消費のための
生物生産力の輸入

日本の食料供給源
トップ 3は生物生産力が赤字

食料消費のための生物生産力の投入
図 1　

日本の食料経済に対する生物生産力輸入量の国別内訳。

輸入量の99%が国内で消費され、1% が輸出される。各国

は債権国か債務国かにより色分け。赤 = 消費エコロジカル・

フットプリントが生物生産力よりも大きい。オレンジ = 消費

エコロジカル・フットプリントが生物生産力よりも小さい。 (2008 data)
タイ 2%  

フィリピン 2%  
ベトナム 2%  

オーストラリア 7%  

カナダ 5%  

ブラジル 3%  
その他 18%  
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限られた資源のなかでの
適切な栄養 食生活と1人当たりの食料消費量は

生物圏に対する需要の重要な決定要因

図 2. 1 人当たりの食料のエコロジカル・フットプリント（縦軸）と食料供給量（横軸）。各国を表す円の大きさは総人口に

比例し、円の色は栄養不足の程度を表す［オレンジ：1 日のカロリー摂取量が1800 kcal 未満の国民が総人口の5% 未満の

国。赤：1 日のカロリー摂取量が 1800 kcal 未満の国民が総人口の 5% を超える国］。日本はグレーに強調した。点線の意味

は、i) すべての国で栄養不足の国民の比率が 5% 未満になるために最低限必要な平均カロリー供給量。ii) コスタリカの食

料エコロジカル・フットプリント

食料需要に伴う 1 人当たりのエコロジカル・

フットプリントには、世界各国で大きな変動

がある。国民1人当たりが入手できるカロリー

量では、オーストリアが世界１位（3800 kcal）、

米国が 2 位である（3700 kcal）。一方、ハイチ

およびアフリカのサハラ以南諸国では、1人当

たりのカロリー量は2000 kca lをかなり下回

る。日本では 1 人当たり2700 kcalである。

生物圏に対する需要の決定には、食生活の特

徴（特に肉の消費量）と1人当たりの食料消費

量が重要である。 

同じカロリー量に対し、動物性産品の消費に

よるエコロジカル・フットプリントは平均で

植物性産品の消費の約1.4倍である（タンパク

質量を同一とすると4.5 倍になる）。カロリー

量、食生活、生物圏への間接的な需要の影響

により、食料のエコロジカル・フットプリン

トは、モザンビークの 1 人当たり0.3 ghaから

デンマークの1人当たり2.0 ghaまで、各国

大きな差が生じている。日本の食料フットプ

リントは中間で、1 人当たり0.8 ghaである。

重要なことは、食料フットプリントが小さい

場合、多くの国で栄養不足の広がりを反映し

ている点である。例えばモザンビークでは、

総人口の38%が栄養不足状態にある。図 2 に

食料のフットプリントとカロリー供給量の

相関関係を示す。

食料供給量が少ない国では食料のフットプリ

ントが小さいのに対し、供給量が多い国では、

エコロジカル・フットプリントに大きな違い

があり、改善の余地がある。例えば、コスタ

リカは栄養不足5%未満であるが、食のエコロ

ジカル・フットプリントは 1 人当たり0.6 gha

である（デンマークの 3 分の 1 未満）。一部の国

では、国内の食料分布状態に関する潜在的

問題の徴候が見られる。例えば中国では、1 日

の 1 人当たりの摂取可能カロリーは3000 kcal

以上であるが、国民の10%では、最 低 限 必

要な1800 kcalに満たない。

日本の食料のフットプリントは栄養不足レベ

ルが非常に低い国々の中ほどに位置し、改善

の余地が残されている。しかし、摂取可能カ

ロリーの平均値は 1 人当たり2780 kcalと比較

的低く、平均的に栄養が行き渡っていること

を示している。

MSCは、過剰漁獲の問題を解決するため、持続可能な水産物への取組みを世界

的におこなっている非営利団体が管理している認証制度。WWFはこの認証制度

の普及を推進し、消費者が持続可能な水産物を選ぶことによって、より良い

漁業資源管理をすすめている。
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食料消費の
産品レベルでの分析

食料シナリオ：
もしすべての人が、
日本人と同じ食生活をしたならば？

日本の食料フットプリント（個別の産業分類

部門からの産出量に関して）の多くが「漁業」

分類と関連している（11%）。「野菜・果樹」分類

（9%）および「飲料・たばこ」分類（7%）も多く

を占める。さまざまな土地利用に対する需要

を分類別に分けた比率は、全分類の間で大き

く異なる。例えば、「日用品」と「砂糖」分類の生

産するためには、それぞれ全体の約30％を

カーボン・フットプリントが占める。「穀類」の

生産のためには、わずか2%のカーボン・フット

プリントですむ。

未来の世界がどのようになる「可能性があるか」、さまざまな仮定をもとにシナリオ分析を行い、

比較することができる。ここでは、日本、米国、フィリピンの食料消費パターンに注目し、エコロ

ジカル・フットプリントの予想分析を行った。

すると、世界中の人々が平均的日本人と同じ食生活だった場合には、エコロジカル・フット

プリントは現在の世界平均（持続可能ではない地球1.52個分）を8%上回り、持続可能ではない

地球1.64個分に増大することがわかった。対照的に、平均的フィリピン人と同じ食生活の場合

は、地球 1.48 個分をやや下回る。

富の拡大につれ、人々が摂取するカロリー量、特に動物性産品に由来するカロリー量が増大

する。世界中の人が平均的アメリカ人と同じ食生活だった場合、エコロジカル・フットプリント

は2050年までに地球1.84 個分に達する。これは平均的日本人の食生活よりも12%、世界平均

値よりも21%、平均的フィリピン人の食生活よりも20%高い。

食生活の仮定による結果は、いずれも、このままでは持続的ではなく、地球に対してますます

大きな圧力がかかることを示している。一方、このシナリオは、生物生産力に対する需要を、特

に食生活に関する選択を通じて削減することでリスク軽減できることを示す。生態学的資本を

管理し、現在の生物生産力の量と質の改善に投資することも、持続可能な食生活につながる。

世界中の人々が平均的日本人と同じ食生活をすると、
世界のエコロジカル・フットプリントは地球1.64 個分に増大し、
さらに持続可能ではない状況となる
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食料の安全保障

日本の食料供給は外国から輸入される生物生産力に大きく依存して

いる。日本と同様、多くの国々が生物生産力の赤字状態にある。さらに、

日本の生物資源は国内生産だけで（廃棄物の吸収の必要性を除く）、

日本の生物生産力を超過している。これらの要因の総合的な影響に

より、食料供給のリスクは高まっている。

良い点としては、栄養状態が同等に良好な国々と比べ、日本は食料

フットプリントがあまり大きくない。国連食糧農業機関が栄養不足

率5%未満と報告した国の中で、日本は1人当たりのカロリー必要量

が最も少ない。一方、日本は水産物の消費への依存が高い。

食料安全保障を確保するために講じられる対策として、土地管理と

衰退を防ぎ、国内生産量の増大、周辺地域内での食料輸入の多様化、

食品廃棄の削減が挙げられる。食べ物を捨てないようにするだけでも

日本の食料のフットプリントを約25%縮小できる。

ますます資源が制約を受けるなかで、世界中の国々が食料供給の確保

について憂慮している。日本は、供給の安全を改善する対策を講じ、

特定の種類（および量）の食料消費フットプリントを削減することに

より、食料供給の安全保障を強化し、国民の将来の福祉を確保できる。
リスクを下げるために、

食生活を選択することで

生物生産力への需要を

減らすことができる

食品廃棄を
減らすだけでも
日本の食料
フットプリントを
約25%
削減できる
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3. 消費土地利用マトリックス
　（CLUM）の比較

自然界に対する人間の経済活動の影響（食料生産や貿易）が増大するにつれ、その要因と

それらを削減する方法の解明を求める声が高まっている。消費・土地利用マトリックス

（CLUM）法では、土地に基づくエコロジカル・フットプリントの計算結果を家計（HH）、政府

消費（GOV）、総固定資本形成（GFCF）という3種類の最終需要分類に読み替える。家計部分は

さらに食料、住宅、交通、物品、サービスの 5 つに分類される。

CLUM法はエコロジカル・フットプリントのホットスポットを特定するための基礎データを

提供し、全体的フットプリント削減の可能性がある分野と戦略に焦点を絞ることができる。

CLUM分析とは何か

日本の 1 人当たりのエコロジカル・フットプリントは、世界平均よりも55%、BRI ICS よりも

140%、ASEAN加盟国よりも171%高い。しかし、日本の１人当たりのフットプリントは、日本

もメンバーであるG7( 先進７ヵ国 : 米、仏、英、独、伊、カナダ、日本 ) 諸国の平均に比べ

27%も低い。これは、人口の比較的多い米国の高い1人当たりのエコロジカル・フットプリ

ント値が、G7平均値を引き上げているからである。

BRI IC諸国では、急速な経済成長と人口増加に加え、1人当たりの平均消費も増加し、地球の

持続可能性に関する問題を悪化させている。

最終需要分類レベルに注目すると、全地域でエコロジカル・フットプリントへの寄与が最も

大きいのが家計消費であり、諸国の総エコロジカル・フットプリントの66～83%を占めて

いる。これは家庭レベルでの日常的な心がけで国のエコロジカル・フットプリントの傾向が

変わることを意味する。

CLUM平均値：
世界、G7、BRIICS、ASEAN、日本

家計レベルの日常生活の変化で、
国のエコロジカル・フットプリントの
傾向が変わる。

家計部分の内訳では、食料のフットプリント

が総エコロジカル・フットプリント増加の主

要因である。BRIICSとASEAN加盟国で総エコ

ロジカル・フットプリントに占める食料の

フットプリントの比率は、日本および G7 諸

国と比べてはるかに高い。しかし、絶対値を

見ると、G7と日本は BRI ICS および ASEAN

加盟国よりも食料フットプリントが大きく、

それぞれ順に、0.96、0.84、0.59、0.71 ghaである。

第 2 章で解説したように、日本が持続可能な

未来へと変身するための鍵を握る要素は、

食料フットプリントである。この機会を活用

するための戦略は、地域ごとの状態により異

なる。

G7
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住居 19%  

交通 16% 商品 13%  

サービス 
9%  

政府消費 8%  

固定資産
形成 18%  

日本

食料 20%  

住居 13%  

交通 15% 商品
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地域別のCLUM：
東京都、愛知県、沖縄県

エコロジカル・フットプリントは地域別に分析ができ、都道府県によってかなりの変動が見ら

れる。ライフスタイル、経済構造、単位量の発電に必要なカーボン・フットプリント（電力フット

プリント強度と呼ぶ）、地理的・文化的特徴の違いがエコロジカル・フットプリントに影響して

いる。これらの違いを表すために、図に日本の1人当たりの平均エコロジカル・フットプリント

に加え、東京都、愛知県、沖縄県の県ごとの 1 人当たりのフットプリントを示した。

東京都の 1 人当たりのエコロジカル・フット

プリントが最も高く、全国平均よりも約 9 %

高い。愛知県の 1 人当たりのエコロジカル・

フットプリントは全国平均よりも2%低い。

沖縄県の 1 人当たりのエコロジカル・フット

プリントは全国平均よりも9%低いが、特徴

として、住宅部分は他の2県や全国平均より

も高い。

沖縄県の住宅フットプリントが高い主な原因

は、他県の 2 倍というエネルギー強度の高さ

である。住宅フットプリントの変動は、各県の

原子力発電への依存度により強い影響を受け

る。前述のように、各県のエコロジカル・フッ

トプリントは、発電に必要なカーボンフット

プリントによる強い影響を受ける（2011年現

在、愛知県は総電気使用量の12%を原子力発電

に頼り、東京都は27%、沖縄県は0%であった）。

東京都の食料のフットプリントは全国平均を

17%上回る。

3県すべての総エコロジカル・フットプリント

が、世界、BRIICS、ASEAN 平均を上回っている。

地域フットプリントを縮小するには、海外およ

び地域間のサプライチェーンと消費パターン

との複雑な結びつきを理解することが重要で

ある。地理的条件や文化など、その地方でしか

見られない特徴も重要な役割を果たす。これら

の地域ごとの変動は、生態学的資本の利用を

賢明に管理するために、地域に特化したエコ

ロジカル・フットプリント評価を採用する必

要性を示している。（特に地域規模での）生物

生産力の維持と強化は、持続可能な生活水準

と食料安全保障を達成するために不可欠で

ある。

地域での生物生産力の管理が、
持続可能な生活を実現するのに不可欠
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4. 事例研究：東京電力
福島原子力発電所事故による
生物生産力に対する影響

日本のエコロジカル・フットプリントおよび

生物生産力を将来シナリオの観点から考える

にあたり、2011年の福島原子力災害を無視

することはできない。本報告書では、この章

で解説するデータと分析を通じ、災害が日本

の生物生産力に与えた影響に特に注目する。

しかし、事故直後の生物生産力に対する影響

は、災害の潜在的な長期的影響の一端に過ぎ

ない。時の経過につれ、生物生産力に対して

どのような影響が現れるかは不明であり、今後

の政策決定、投資などに環境への配慮を導入

する必要性がある。

2011年 3 月11日の一連の災害は、自然の脅威

とともに自然資源の脆弱性を知ることとなっ

た。午後 2 時 46 分に東北地方が強い地震に

襲われた後、巨大な津波が押し寄せた。関東

地方を含む日本の膨大な地域が重大な影響を

受けた。

一方、東京電力福島第一原子力発電所には6

基の原子炉があり、そのうち 4 基が冷却装置

と使用済燃料貯蔵プールの故障による深刻な

問題に直面した。メルトダウンとメルトス

ルーに続き、原子炉の爆発が起きた。災害

発生後、原子炉からは大量の放射性物質が

放出され、日本の広大な面積の陸域と水域が

汚染された。
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2011年の
原子力災害の概要

エコロジカル・フットプリント分析は、

原子力発電所事故が生物生産力に与えた影響を

測るのに役立ち、政策や投資など、

今後の日本の方向性を考えるうえで

有効な手段となり得る。



福島原子力災害による
生物生産力への影響
福島原子力災害は、生態系と社会にさまざまな深刻な影響を及ぼした。エコロジカル・フット

プリントの計算により、生物生産力への影響、すなわち原子炉から放出された放射性物質汚染

により、通常どおりの使用あるいは生産性に影響があるとみられる土地の面積を把握してみる。
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生物生産力の影響以外にも、原子力災害は

環境と社会へさまざまな影響を及ぼし、エコ

ロジカル・フットプリントではそれらも対象

となる。例えば、汚染した表土の除去と貯蔵

および表土の再生に要するエネルギー負荷、

または農林水産業と建設業で汚染した製品の

処分費などである。また、住民の移転や住宅・

施設の建設に必要なエコロジカルのフット

プリントも挙げられる。

ボックス 

日本の総陸域生物生産力の
少なくとも2.7%に福島原発事故の影響

[基準 1]

生物生産力が影響を受けた程度は、土地生産

性に対する影響の決定に、どのような基準を

採用するかにより大きく異なる。最小の影響

は、日本政府が定める警戒区域（福島第一

原子力発電所から半径20 kmの円内）と計画

的避難区域（1 年間の積算線量が20 ミリシー

ベルト以上）の基準を採用して計算した。これ

らの区域は最も汚染され、日本政府が「避難

区域」に指定した領域である。2012 年 4 月以

降の一部の領域では、立入規制が緩和されて

いる。しかし、これらの領域内での、宿泊は

いまだに禁じられている。農林業の作業も、

いまだに条件付きで規制されている。

このため、生物生産力に対する影響を計算す

るために、現在、これら 2 区域内のすべての

耕作地、放牧地、森林の資源は利用が困難で、

収量はゼロであると仮定した。これらの区域

内の生物生産力に対する影響は、1,752,078 

ghaと算出された。この領域は日本の総陸域

生物生産力（2008年現在、65,467,638 gha）

の約2.7%に相当する。

[基準 2] 生物生産力に対する影響には別の推定方法が

あり、前の方法よりも理論上の数値である。

この推算では、外部放射線への被曝線量が正

常時での一般市民に関して法律で定める許容

線量を超えると予想される区域という、より

厳しい基準を適用する。法律では、1年の被曝

線量を1ミリシーベルト以下と定めている。

この基準に従い影響を受ける生物生産力を推

定すると、6,554,200 ghaになる。これは日本

の総生物生産力の約10 %に相当する。

なお、生物生産力の影響に関する上記 2 種類

の推定値には、日本列島とその周辺の漁場に

おける生物生産力を計算に入れていない。 

 



東日本大震災がおき、

日本は生活基盤を取り戻すために、

限りある自然や資源とともに、

あらたな社会を築くときに来ている。

豊かな自然と共生する社会の実現をめざして。



5. ディスカッション

日本のエコロジカル・フットプリントに

関する2009年の分析から今日まで

インドで開催された第 11 回国連生物多様性

条約（CBD）締約国会議の会期中、最終日の

2012 年 10 月 20 日、世界の各国政府間で、

2015年までに生物多様性の保護にあてる

予算を倍増することに合意した。CBD締約

国会議前議長国である日本は、この合意を実現

するために中心的な役割を果たす責任がある。

言うまでもなく、生物多様性はより広いエコ

システムの一部であり、生物生産力に影響を

与える可能性がある。モニタリングを通じて

自然資源の消費による影響を理解し、その

影響を軽減することは、外国の生物生産力に

強く依存する日本にとって、特に資源の持続

的供給を確保するために不可欠である。  

上記の視点に立って、名古屋で開催された

CBD COP10に先立つ、2010 年 8 月、WWF

ジャパンとグローバル・フットプリント・ネット

ワークは「エコロジカル・フットプリント・

レポート日本 2009」を発表した。しかし、その

後、日本はますます重い課題に直面すること

になる。

1980年代初めまでに、大半の国民が十分な

生活水準を手にし、その後1980年代を通じて、

日本のエコロジカル・フットプリントは比較

的低い状態を維持した。日本のエコロジカル・

フットプリントが第 2 の急増期を迎えたのは

1980年代の終盤で、それはカーボン・フット

プリントで特に顕著である。1 人当たりのエコ

ロジカル・フットプリントを見ると、1990年

代半ばにピークに達し、その後は減少傾向

にある。それ以来、日本全体のエコロジカル・

フットプリントも減少し、海外の生物生産力

への依存度も徐々に低下している。

この数十年、日本経済が中国などの他の国々

と比較して弱体化する一方、BRI ICS諸国の

新興経済は一貫して拡大してきた。このレポー

トで記述した第 2 のエコロジカル・フットプ

リント増加が、GDPの拡大と連動していない

ことは明らかであり、その点において第1期

の傾向と異なっている。エコロジカル・フット

プリントとGDPの関係は、特に、エコロジカル・

フットプリントの増加とGDPの減少が同時に

起きた結果として、自然資本の価値が顕著に

低下したことを考慮すると、示唆に富む重要

な研究分野である。

これに加え、2011年3月11日には東日本大

震災と、続いて福島第一原子力発電所事故が

起き、2011年の生物生産力が影響を受けた。

これら経済・社会・環境面での日本が直面する

課題の長期的影響について、結論を出すには

時期尚早だが、おそらく日本の人間開発と

エコロジカル・フットプリントに対して悪影響

を及ぼすものと思われる。しかし、日本政府が

資源会計に基づく革新的な政策と土地利用

計画を導入し、日本の生態学的債務が経済と

社会に与える影響を認識すれば、日本の進む

方向を変えることができる。

特徴的な日本人の栄養摂取と

エコロジカル・フットプリント

食料フットプリントについてさらに分析を加

えたところ、十分な栄養をとるために摂取する

1 人当たりのカロリー数は、日本人が最も少な

く、食品の構成が多様であり、魚と野菜が占め

る割合が比較的高いことが判明した。このよ

うな健康面での効果、質、多様性が、世界中で

日本食が人気を集めている理由の一つなのだ

ろう。

しかし、持続可能な食料供給を維持するため

には、日本はこのレポートの以下の結論から

導かれる政策を実施する必要がある。

1. 今後、日本国内の生物生産力が食料

エコロジカル・フットプリントを支

えるために十分な規模に達すること

はない。

2. 日本への最大の食料供給国に数えら

れる米国と中国で生物生産力が赤字

状態である。

3. 日本の食料フットプリントの 4 分の1

を廃棄される食料が占める。

日本のエコロジカル・フットプリントに関し、

相変わらず最も重要なのが食料廃棄量の削減

であり、それは最も削減が容易な要素でもある。
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‒ 今後の展開

Japaneas food



同時に、日本の食料フットプリントの改善に

は漁業部門が重要な役割を果たす可能性が

ある。可能性を特定するには、さらに調査を

重ねる必要がある。

極東の島国という日本の地理上の特性を考え

たとき、政治家が長期エネルギー・食料安全

保障政策を検討する際に、食料輸入に伴う

カーボン・フットプリントが重大な論点になる

だろう。しかし、日本国内の減り続ける生物

生産力を考えると、食料輸入の大幅削減は困難

な状況である。従って、日本のエコロジカル・

フットプリントの削減は、国内のエネルギー

消費を化石燃料からの多種多様な代替方法に

よって減らし、カーボン・フットプリントを削減

することから始めるべきである。 

将来のシナリオ

―地域モデルとエネルギー政策から学ぶ

このような困難な状況の中、日本はどのような

方法で持続可能性を改善できるのか。今世紀

半ばに、日本はどのような状態に置かれるの

か。「エコロジカル・フットプリント・レポート

日本2009」のシナリオ分析では、「優先順位の

見直し」と名づけられたシナリオが、2050年

までに日本のエコロジカル・フットプリントを

削減するための最善の方法であると結論づけ

た。しかし、このシナリオにおいてさえ、日本

のエコロジカル・オーバーシュートは150%を

維持し、それは外国の生物生産力への強い

依存状態が続くことを意味する。

一方、他のシナリオの中には、さらなる消費

削減の可能性を示唆するものもある。

WWFジャパンが作成した「脱炭素社会に向け

たエネルギーシナリオ提案 」では、2050年まで

に国内エネルギー消費のゼロエミッションを

目指している。これはエコロジカル・フット

プリント削減のために、「優先順位の見直し」

シナリオに組み合わせてシミュレーションする

価値がある。地域別CLUM比較によれば、たとえ

原子力発電所が無くても、沖縄は東京より18%

も低い、最低のエコロジカル・フットプリント

を維持している。さらに、加えて沖縄の家計

フットプリント増大の原因であるエネルギー

消費のカーボン・フットプリントを、再生可能

エネルギーに切り替えることにより、エコロ

ジカル・フットプリントをさらに削減できる

余地がある。カーボンを除く沖縄のエコロジ

カル・フットプリントが他の地方よりもはるか

に小さいことは明らかであり、沖縄の低フット

プリント・ライフスタイルを理解するために、

さらに分析を加える必要がある。

国レベルに応用できる政策と日常消費パターン

を見出すことができれば、沖縄は持続可能な

発展のためのモデルとしての役割を果たすだ

ろう。沖縄の住民の低消費を可能にしている

政策は何か。沖縄はどのようにしてエコロジ

カル・フットプリントを増大させずに発展し

てきたのか。これらは日本政府にとって、探求

する価値のある設問である。他の国々から

離れた場所に位置する日本の立場は、日本で

他の地方から離れている沖縄の立場と類似

しており、日本が国内の豊かな生物多様性を

維持しつつ、持続可能性に関して世界のトップ

に立つために、沖縄のケーススタディーは貴重

な洞察を与えてくれるだろう。

この報告書の結果が示す事実は大きな挑戦

かもしれないが、このような傾向を逆転させ、

日本の将来の方向性を変えることは可能で

ある。我々は新たな時代に生きている。それは

資源がますます減少し、しかも世界人口が増

え続ける時代である。この新時代には、諸国の

経済力が資源確保力を決定する。資源の管理

が単に環境問題だけに関わる要素ではなく、

国の経済と人間開発の長期的成功を担保する

要素であることは明らかである。
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地球1個分のくらしにとって、最も重要なこと

は二酸化炭素排出量を削減することである。

W W Fは2050年までにエネルギー需要を100%

再生可能エネルギーで賄うことを提案して

いる。これが二酸化炭素排出問題の改善につな

がる。

ボックス

再生可能
エネルギー沖縄は持続可能な

発展のモデルになり得る
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6. エコロジカル・フットプリント
　研究の歴史
生態学的資本は世界で最も重要な競争要因に

なりつつある。生態学的資本を効果的に管理

する国は経済的に成功する可能性が高い。

2012年までに、57カ国以上がGFNの活動に

参加し、20カ国が国内エコロジカル・フット

プリントの査定評価を完了している。日本、ス

イス、UAE、エクアドル、フィンランド、ラトビ

ア、ルクセンブルク、スコットランド、ウェー

ルズは、国家計画または国民経済計算の仕組

みとして、エコロジカル・フットプリントを

公式に採用した。

生態学的資本を効果的に
管理する国は経済的に
成功する可能性が高い

自然の再生能力に対する人の需要は、気候

変動、土地利用、食料消費の観点から個別に

測定される。エコロジカル・フットプリント

はこれらの個別の需要を、グローバルヘク

タールという 1 つのまとまった数字で表す。

エコロジカル・フットプリントのこの独特な

特徴は、政策担当者が全体的な資源の必要

量、限界、依存度を理解するために役立つ。

この世界的な経験から学び、日本が国家

行動計画を現実的に実行し、自然資本会計

と国のエコロジカル・フットプリントを考慮

した具体的な数値目標を規定する時機で

ある。数値目標を定めた政策メカニズムに

より、日本は国の立場を明確に示し、国の今

後の方向性に加え、個人の選択、機関投資、

政府政策を目標に向けて牽引する方法を強

調することができる。

採用から行動へ(世界)

フィリピン : フィリピンは東南アジアで初の試みとして、

国家レベルでエコロジカル・フットプリントを採用しよう

としている。無計画な開発から地域を保護し、物的資源の

利用・管理計画を立案する包括的国家土地利用政策である

フィリピンの2012年国家土地利用法に、エコロジカル・

フットプリントが取り入れられた。2012 年11月には、ベニ

グノ・アキノ 3 世大統領による序文つきのフィリピン・エコ

ロジカル・フットプリント報告書が、フィリピン共和国気候

変動委員会との共著で発行される。

スイス :  スイスはエコロジカル・フットプリントを持続

可能な発展監視システムで使用する公式国家指標として

導入し、毎年、スイス連邦統計局が数値を発表している。リオ

+20サミットで発表された政府の「持続可能な発展に関す

る報告書2012」によれば、スイス国民は世界で1人当たり

入手可能な生物生産力の3倍を消費している。

エクアドル :  2009年にエクアドルは生態学的貸方として、

国の生態学的「黒字」状態を維持するためのプログラムを

開始した。同国はエコロジカル・フットプリントを、生態系の

再生が可能な水準に維持するための国家計画を整備した。

また、生態学的な供給と需要を追跡調査し、長期的意思

決定のために情報を提供するためのエコロジカル・フット

プリントなどの指標を整備することにより、生態学的資本

を管理するための大統領令を採択した。

エクアドルは最近、国内最大規模の未開発油田（8億4600

万バレル）を、永久に地下にとどめることにより、100 万

エーカー（404,685ヘクタール）のアマゾン熱帯雨林を保護

するための野心的構想であるヤスニ ITT 計画を開始した。

この計画では407トンの二酸化炭素の大気への放出を防ぎ、

エクアドルの重要な自然財産を維持し、その地域の先住民

文化の生計を保護する。

(2008 data)

150%
100-150%
50‒100% 
0 ‒ 50%

0 ‒ 50%
50‒100% 
100-150%
150%

生態学的な債務国
フットプリントが生物生産力より大きい

生態学的な債権国
生物生産力がフットプリントより大きい
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[2005] 
日本とアジアのEFに関する研

究と応用を推進するために、

NPO法人エコロジカル・フット

プリント・ジャパンが設立さ

れた。

[2004] マティス・ワケナゲル、

ウィリアム・リース著、和田喜

彦監訳・解題、池田真里訳、

2004年、「エコロジカル・フット

プリント:地球環境持続のため

の実践プランニングツール」

原題 Our Ecological Footprint: 

Reducing Human Impact on 

the Earth, 合同出版、2004年

9 月

[1996]
環境省発行の「環境白書」で、

政府の公式文書として初めて

EFという概念が紹介された。

http://www.env.go.jp/en/w
paper/

[2000] 
「東京都環境白書2000」では、

東京都のEFを満たすために、

東京都125個分が必要である

と推定された。 

[2003] 
日本の国土交通省が国土計

画局と共同で、全国については

1980 年、1990 年、1995 年、

2000年、2004年のEF、48都

道府県については1995年と

2000年のEFを算出した。 

[2006] 
日本の国別フットプリント

勘定調査に関し、国内で広

範な検討を加えた後、日本

政府は日本の環境基本計画

の一部としてフットプリント

を採用した。

[2008] 
岡山県津山市が津山市総合

計画にEFという概念とその

方法を導入。

[2009] 
栃木県佐野市が環境基本計

画にNPO法人エコロジカル・

フットプリント・ジャパンが

開発したEF診断クイズを

導入。 

[2012] 
 東京都の「緑施策の新展開：生物多様性の保全に向けた基本

戦略」で、日本の活動が環境に与える圧力の証拠としてEFが

取り上げられた。

http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/nature/plan/green_bi
odiversity.htm

[2006] 
「サステナビリティの科学的

基礎に関する調査」（RSBS）で、

生活を支える自然資本とい

う関連での環境収容力とい

う概念を、EFを使い説明した。

http://www.sos2006.jp/ho
ukoku/index.html 

[2007] 
エコロジカル・フットプリン

ト・ジャパンは日立環境財団

の支援を受け、日本国民を

対象として1人ひとりのフット

プリントを計算する診断ク

イズを作った。

(http://www.ecofoot.jp/qu
iz/index.html)

[2010] 
WWFジャパンとグローバル・

フットプリント・ネットワーク

が、「エコロジカル・フットプリ

ント・レポート日本 2009」を

発表。このレポートでは、生態

系に対する需要が多い分野を

特定し、それぞれと取り組む

ための政策提言を示した。

[2012]
 6 月17日、旭硝子財団はブ

ループラネット賞を Mathis 

Wackernagel博士とBill Rees

教授に授与し、EF会計システ

ム開発の功績を称えた。 

[2007]
ソニー、トヨタ、東京電力、大阪ガスを含め、世界で最も

影響力のある多数の企業が参加する組織である WBCSD

（持続可能な発展のための世界経済人会議）は、ワンプラネット

経済をめざす経路を特定するために、ビジョン2050を発足

させた。その中で、資源不足との取り組みの枠組みを決め

るツールとしてEFが使われた。

http://www.footprintnetwork.org/en/index.php/GFN/pa
ge/case_stories/#WBCSD

[2012] 
花王は日本LCA学会で、環境会計の計算法としてEF分析を

発表した。この分析を使い、カーボンフットプリントだけ

でなく、企業の総合的な環境影響をビジュアル化できるこ

とが示唆された。

https://www.jstage.jst.go.jp/article/ilcaj/2011/0/2011_0_
164/_article/-char/ja/  

採用から行動へ ( 日本 ) 日本はエコロジカル・
フットプリント情報を
着実に積み重ねてきている。

1990年代後半以降、政府、財界、学術レベルで、エコロジカル・フットプリ

ント（EF）のデータを積極的に蓄積してきた。これらの努力の総合的な成果

を通じ、日本は持続可能性に向けて前進し、行動できるものと思われる。

企業

研究機関・NGO

行政・政府機関

[1990-1991]
ブリティッシュコロンビア

大学（カナダ、バンクーバー）の

William E. Rees博士とMathis 

Wackernagel博士により、EF

が開発された。

[2006] [2007] [2012][1990] [2000]
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解説



解説（全般）
生物生産力 ( バイオキャパシティ )

エコロジカル・フットプリントは、ある期間（通常 1 年間）、ある集団が消費するすべての資源を

生産し、その集団から発生する廃棄物を吸収するために必要な生態学的資本を測定する。これは

植物を中心とする食料および繊維産品、家畜および水産品、木材およびその他の森林産品、廃棄物

の吸収（化石燃料の燃焼により発生する二酸化炭素）、都市の社会基盤に必要な空間を対象とする。

どちらの測定値もグローバルヘクタール（gha）、すなわち世界平均の生物生産性があるヘクタール

という、全世界で比較可能で標準化された単位で表現される。種々の土地利用タイプの

実質面積（ヘクタール単位）は、収量係数と等価係数を使い、グローバルヘクタール換算

値に変換される。収量係数は、ある土地利用タイプの生産性

の国による差を反映させるための値である。

等価係数は、異なる土地利用タイプ（例えば耕

作地と森林）の生物生産性の世界平均値にお

ける相対的な差を示すことにより、それらの

土地利用タイプを比較できるようにする。

エコロジカル・フットプリント

オーバーシュートは、ある地域のエコロジカル・フットプリントが、同じ地域の生物生産力を

どの程度超過し、持続可能性の基本的基準を侵害するかを示す相対量である。地球規模のオーバー

シュートは、人類の自然界に対する世界的な需要の合計が世界の供給または再生能力を超過した

ときに起きる。そのようなオーバーシュートは、自然資本を支える地球の生命の枯渇および二

酸化炭素排出量の蓄積（それに

より気候変動が起きる）をもた

らす。局地的オーバーシュート

は、海外から資源を輸入するこ

とで克服できることが多い。地

球レベルの場合、地球への資源

の正味の輸入は、ほぼ存在しな

いため、それは不可能である。

オーバーシュート
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消費に関するエコロジカル・フットプリント（EFC）は、ある国の住民による生物生産力の消費量

を示す。EFP は国内で消費される資源量を正確に表す値ではない。この消費は国民の福祉と直接

関係するため、正確な評価が重要である。そこで、国民の国内消費量を評価するために、それに

代え、消費に関するエコロジカル・フットプリント（EFC）が使われる。EFC では、国内資源の輸出

量と国内消費に使われる資源の輸入量の両方が対象となる。EFCは工業生産高ではなく消費量に

基づくため、個人が購入その他の資源利用を変えることにより、EFPよりも容易に変えることが

できる。

消費に関するエコロジカル・フットプリント（EFC）

生態学的な赤字／余剰：ある地域や国における、生物生産力とエコロジカル・フットプリント

の差。生物生産力の「赤字」は、ある地域の人々のフットプリントが、その地域で利用できる生物

生産力を超えてしまったときに生じる。逆に生物生産力の余剰は、その地域の生物生産力が

その地域人口のフットプリントより大きいときに生じる。

地域または国において赤字が存在する場合、貿易を通じて生物生産力を輸入しているか、または

地域の生態学的資本を清算中（つまり売り払っている状態）であるか、または大気などの世界の

共有財産に廃棄物を排出していることを意味する。対照的に、地球全体の生物生産力の「赤字」

は貿易で相殺できないため、オーバーシュートと同義になる。

生態学的な赤字／余剰：

5つのファクターが地球のオーバーシュートまたは国の生態系の赤字の程度を決定する。

2 つの生物生産力・ファクター：利用できる生物生産力は、生物生産性のある領域の広さ、

およびその領域の各単位の生産性（収量）により決定される。

3 つのエコロジカル・フットプリント・ファクター：エコロジカル・フットプリントは人口、

1 人当たりの消費額と資源効率（1 単位の資源から派生するエコロジカル・フットプリント）の

関数である。

5つのファクター

生産に関するエコロジカル・フットプリント（EFP）は、国内生産工程による生物生産力の消費を

表す。唯一の例外がカーボン・フットプリントである。それは、ある国の二酸化炭素の排出を

通じた環境に対する需要は、ほとんどの場合、世界中に分散するためである。それを除くと、

この手法は、自国内で生産されるすべての商品・サービスの付加価値の合計値を示す国内総生産

（GDP）と似ている。

生産に関するエコロジカル・フットプリント（EFP）

貿易の純エコロジカル・フットプリント（輸入のエコロジカル・フットプリントから輸出の

エコロジカル・フットプリントを差し引いた値）は、生物生産力の国際取引を表す。輸出に表れる

エコロジカル・フットプリントが大きいということは、資源が貿易により持ち出されることを

意味し、国内で利用できる生物生産力の減少が考えられる。輸入に表れるエコロジカル・フット

プリントが大きい場合は、海外から持ち込まれる多数の資源に強く依存するため、その国は

世界的な資源の制約に非常に弱いことが考えられる。

貿易の純エコロジカル・フットプリント
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EFC

Ecological Footprint of Production Ecological Footprint of Consumption Net Ecological Footprint of Trade

EFP= +( )-EFI EFE

1 人当たり 1.8 gha 
（2008年生物生産力 )

1 人当たり 2.7 gha 
（2008年エコロジカル・
フットプリント)

人口 × =１人当たりの消費 生産・廃棄効率×
エコロジカル・
フットプリント

( 需要 )

面積 × =生物生産効率 需要と供給の差
オーバーシュート

生物生産力
( 供給 )



国別エコロジカル・フットプリント勘定（NFA）  

このレポートで使用するエコロジカル・フットプリントと生物生産力の結果の大部分は、グローバル

・フットプリント・ネットワークが発表した国別エコロジカル・フットプリント勘定（NFA）から

の引用である。NFA の最新版（2011年）には、200以上の国・地域と全世界に関する1961～2008

年のエコロジカル・フットプリントと生物生産力のデータが掲載されている。それは各国の住民

が 1 年間に必要とする自然の生物生産力の量を評価した結果であり、人による消費の持続可能性

を理解するための資料として利用できる。

資源の利用・節約・効率に関する決定と政策を支援するために、科学に基づく透明性の高い自然

資源勘定を提供できるという点が、NFAの効用である。そのために、国連食糧農業機関、国連商品

貿易統計データベース、国際エネルギー機関、査読付きジャーナルなどの確実な国際的情報源

から、算定のための生データを取得する。グローバル・フットプリント・ネットワークは、方法

の継続的な改良を監督し、エコロジカル・フットプリントのデータを積極的に利用するパート

ナーから、ステークホルダーの意見を取り入れ、改良が加えられるたびに、独立した国別エコロ

ジカル・フットプリント勘定諮問委員会の承認を受ける。

　　　方法と情報源については GFN の Web サイトを参照のこと。 

　　　http://www.footprintnetwork.org/en/index.php/GFN/page/methodology/

最新のNFAによれば、2008年の1人当たりのエコロジカル・フットプリントは2.7 gha、地球の

総生物生産力は 1人当たり1.8 ghaであった。つまり、地球が生態系の資源とサービスを再生し、

廃棄物を吸収する速度の1.5倍の速度で、人はそれらを消費し、大気中に二酸化炭素を排出して

いた。土地利用区分の

内訳は、二酸化炭素吸

収地がエコロジカル

・フットプリントの

54%を占め、次いで耕

作地（22%）、森林地

（10%）、放牧地（8%）、漁

場（4%）、市街地（2%）

である。

解説（章別）

1. 日本での沿革（1961 ～ 2008年）
資源が制約を受ける世界での十分な栄養
食料のエコロジカル・フットプリントと食料供給量の関係を示すグラフは、グローバル・フット

プリント・ネットワーク（2012年）と国連食糧農業機関の統計データベース（FAOSTAT, 2012）

の 2 つの主要情報源のデータに基づき作成した。

食料のエコロジカル・フットプリントは、国連の個別消費の目的別分類（COICOP）区分01「食料・

非アルコール飲料」に分類される品目の最終消費量に伴い発生する未補正の総エコロジカル・

フットプリントと定義した。

食料供給量は全食料品目に関する2008年の1人当たり1日当たりのkcal総摂取量として測定

した。国連は個人の摂取量が1日1800 kcal未満の状態を栄養不足と定義しているが、食料分配

問題と食料廃棄の問題を考慮すると、栄養不足率を低くするには、少なくとも2700 kcalの食料

供給量が必要である。従って、それ以上のレベルを食料供給必要量の最低限とする。一方、「持続

可能な」食料エコロジカル・フットプリントは、栄養不足水準がもっとも低い（2.5% 未満）10 カ

国の食料エコロジカル・フットプリントの平均値とする。

それに代わるカロリー測定値の候補としては、1 人当たり 1 日当たりのタンパク質摂取量（グラ

ム）が考えられる。

各国の数値は、国連経済社会局人口部のデータによる20 0 8年の人口で重み付けした。

食料シナリオ
食料シナリオはグローバル・フットプリント・ネットワークが開発したシナリオ算出表（詳

しい説明は Moore et al.（2012）を参照）を使い作成した。このシナリオ算出表では、総カロリー

消費量と食料タイプ別（穀類、根茎・塊茎類、糖類、豆類、野菜・油類、肉、牛乳・乳製品、魚、

「その他」の食料）のカロリー摂取量を除き、全品目の消費量と供給量を一定とする。これらは、

国連食糧農業機関統計データベース（FAOSTAT, 2012）の入手可能な最新の2009年のデータで

ある。

2. 食料のフットプリント
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東京都、愛知県、沖縄県のCLUM

この地方別フットプリント分析では、全国と各地方の家計支出（HHE）を消費者物価指数（CPI）と

エネルギー効率データ（エネルギー生産の単位量当たりの二酸化炭素排出量の比率）で補正

する拡大縮小法を使い、地方別のCLUMを求める。各地方における政府消費と総固定資本形成に

よるエコロジカル・フットプリントについては、データが少なく、各県に配分される政府支出・

投資の中に定義が曖昧なものがあるため（例えば、沖縄県の米軍基地に由来するエコロジカル・

フットプリントを日本人の消費と分離することは難しい）、全国平均と同一とする。

3. 消費土地利用マトリックス(CLUM)の比較
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CLUM分析とは何か。

世界、G7、BRIICS、ASEAN、日本のCLUM平均値

エコロジカル・フットプリントは生物学的資本に対する世界需要を測定するための影響力の

ある測定法になった。しかし、現行の国別エコロジカル・フットプリント勘定（NFA）では、構成

要素別の分析が土地利用区分に従う分析に限られ、政府と民間の意思決定者にとり、十分に

役立つものにはなっていない。NFA が提供する情報は、環境拡張多地域産業連関分析（EE-MRIO）

法を使い、パーデュー大学が実施する世界貿易分析プロジェクト（GTAP）により拡張されている。

このプロジェクトでは、世界113 地域に関する57の産業部門、3 種類の最終需要、消費・土地

利用マトリックス（CLUM）に関するデータおよび貿易データを提示する。

　　　世界貿易分析プロジェクト（GTAP）

　　　https://www.gtap.agecon.purdue.edu/default.asp

消費のエコロジカル・フットプリントは 3 つの主な要素を含む。まず、家計による短期消費

である。この要素は食料、住居の維持と運用、個人の交通、物品、サービスを含む。第 2 の要素は

政府が支払う消費である。これは公共サービス、公立学校、警察と統治、防衛などの短期消費

支出を含む。第 3 の要素は長期性資産（「総固定資本形成」と呼ばれる）のための消費で、これは

家計（例えば家の新築）、企業（例えば新しい工場や機械）、政府（例えば交通基盤）のいずれかが

支払う。

世界、G7、BRIICS、ASEANの平均値と比較 すると、日本の総固定資本形成のみに起因する相対的

エコロジカル・フットプリント（24.6%）は、BRIICS諸国（25.1%）に次ぎ、世界第 2 位である。

今日の長期性資産に対する賢明な投資はグリーン経済の基礎を築き、今後数十年のライフスタ

イルの持続可能性を引き上げる。我々はこの投資戦略（資源効率の良い、寿命の長い財を優先

する）を、「Slow Things First（時間がかかることを最初に）」と呼んでいる。



シーベルト（Sv）とは何か

シーベルトとは、放射線被曝の等価線量を表すために用いられる国際的な単位。

等価線量とは、人間の組織に吸収される放射線量（吸収線量）を、生物学的な効果（危険率）に

応じてウェイト付したものである。放射線の種類によって生物に与える影響（危険率）は異

なる。そのため、異なる放射線の生物への影響を比較する場合には吸収線量だけでは比較

できない。それぞれの吸収線量（単位：グレイGy）に生物学的効果比（RBE）をかけて等価線量

を計算する。等価線量の単位としては、シーベルト（Sv）、ミリシーベルト（ｍSv）、マイクロ

シーベルト（μSv）などが用いられる。（古い単位 100 rem は 1 Sv に等しい。）最近の研究に

よって、1.3ミリシーベルト（mSv）という低線量被曝であっても、癌を誘発するDNAの 2 重鎖

切断が起こることが明らかになった。

一般居住区域の年間放射線量の上限を定めた日本国の関連法令

日本国政府は、以下の諸法令において、日本国内における放射線管理区域と定められた区域以

外の地域、すなわち一般住民が日常生活をおくる区域の放射線線量の限度について、その実行

線量を一年間につき 1 ミリシーベルトと定めている。それを定めた関連法令は以下の通り。

1) 「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 ( 原子炉等規制法 )」「実

用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則の規定に基づく線量」（経済産業省告

示） 

2) 「放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律 ( 放射線障害防止法 )」「

放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行規則」「放射線を放出

する同位元素の数量等を定める件」（科学技術庁告示）

4. 事例研究 : 福島原子力発電所事故による
　生物生産力に対する影響
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福島原発事故による生物生産力への影響の求め方

グローバル・フットプリント・ネットワークは通常、国別フットプリント勘定で追跡調査

される各国に関し、土地利用区分別の年間生物生産力値を発表する。しかし、福島原発事故

のような地域限定の災害が生物生産力に与える影響を求めるには、高い空間分解能を使い、

国の生物生産力を推定する必要がある。

それを行うために、ここで説明する方法では、生産量の代わりに純一次生産量（Olson et al. , 

2001）を使う。その後の分析は次の手順で行い、すべての計算はSpatial Analyst拡張機能付き

のArcGis 10.0で行った。

1)  純一次生産力（NPP）マップ（Olson et al., 2001）と世界土地利用（LU）マップ

（NASA, 2010）の範囲を日本の行政境界内に限定した（GADM, 2012）。

2)  LUマップの分類を、国別フットプリント勘定における土地利用区分に合う

ように組み合わせた（耕作地、放牧地、森林地、市街地、水域）。

3)  NPP マップと LU マップを合体させ、各土地利用区分に関して個別の NPP

マップを作成した。

4)  各土地利用区分の全ピクセルを対象として、平均NPPを計算した。次に、各ピク

セルをその平均値で割り、その土地利用区分に関する日本の生産量係数と世界

の等価係数を掛け、生物生産力密度を求めた（1 ヘクタールあたりのグローバル

ヘクタール）。次に、これらのマップを組み合わせ、包括的な生物生産力密度マッ

プを作成した。

5)  放射線汚染区域を示すマップを生物生産力密度マップに重ね合わせた。汚染

区域の総生物生産力（全ピクセルの合計）を、日本の国境内の全ピクセルの合計

（漁場を除く日本の総生物生産力に比例すると推定された）で割った。次に、この

比率に漁場を除く日本の生物生産力を掛け、影響を受けた地域に関する最終的

な正規化した結果をグローバルヘクタールで表した。
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今日の世界は、多くの課題に直面しているが、

解決は不可能ではない。

私たちが「地球 1 個分のくらし」を学べば、

すべての人々が健康で

豊かな生活を送ることができる。
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WWF は、 スイスに本部を持つ、民間の環境保全団体である。世界の

500 万人を超えるサポーターに支えられて、100 カ国以上で活動を

展開している。生物の多様性を守ること、再生可能な自然資源の利用を

持続可能な形に変えていくこと、環境汚染や過剰な消費を減らす

ことを３つの柱とし、人と自然が調和して生きられる未来の実現を

めざしている。

　　　　　WWF ジャパン（公益財団法人 世界自然保護基金ジャパン）

　　　　　〒105-0014　東京都港区芝 3-1-14 日本生命赤羽橋ビル 6F

　　　　　TEL : 03-3769-1711　FAX : 03-3769-1717

WWF

グローバル・フットプリント・ネットワークは、持続可能性指標エコ

ロジカル・フットプリントの発展・普及を通じて持続可能な経済の構築

をめざす非営利団体である。パートナー団体と協力のもと各種調査

研究、方法論の標準化を行っており、人間の経済活動が生態系の許容

範囲内で行われるよう、資源勘定の提供を通じて政策決定者への助言

をしている。

　　　　　312 Clay Street, Suite 300, Oakland, CA 94607-3510 USA

　　　　　TEL : +1-510-839-8879　FAX : +1-510-251-2410
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生物多様性
私たちの自然資産である、生物多様性、

生態系および生態系サービスは、

すべての人間の福祉の基盤であり、

保全されなければならない。

生物生産力
（バイオキャパシティ）

現在、人間が 1年間で利用する資源を

再生産し、1 年間で排出する

二酸化炭素を吸収するには、

1.5 年かかってしまう。

よりよい選択
地球環境の限界を超えない暮らしを

実現するためには、世界的な

消費と生産のあり方が地球の

生物生産力と調和する必要がある。

公平な利益分配
公平な資源管理は、

資源を節約し、

分かち合うために不可欠である。
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